
新たな過疎対策法の制定
【担当省庁】 総務省奈良県における取組

本県の課題

奈良県のトレンド
(平成11年4月1日～平成30年12月31日)

人口増減率 (合計｢自然増減＋社会増減｣) ▲6.23% (全国 27位)
①自然増減率 ▲2.11% (全国 17位)
②社会増減率 ▲4.12% (全国 38位)
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人口減少率の高い４１団体 { 全国１７４１市区町村のうち (平成11年4月1日から平成30年12月31日) }

（平成１１年～平成２０年）
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人口減少率の割合を全国1741市区町村中で高い順でみると、奈良県からは平成11年から

平成20年までは７村、平成21年から平成30年までは11もの町村が入っている。
直近の10年では北海道の町村(9)よりも多く、危機的な状況。
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赤枠内は、奈良県内の市町村
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【県担当部局】 知事公室 南部東部振興課
市町村振興課

令和３年３月末に、現行の「過疎地域自立促進特別措置法」が失効すること
から、引き続き法律に基づいた国の総合的な過疎対策を充実・強化し、過疎
地域の振興を図るため、下記の通り新たな過疎対策法の制定等をお願いした
い。

１．現行過疎法の期限終了後も、引き続き、過疎地域の振興が図られるよう
新たな過疎対策法を制定する。

２．新たな過疎法においても、過疎市町村が取り組む事業が円滑に実施でき
るよう過疎対策事業債及び各種支援制度の維持・拡充を図る。

国にお願いすること

本県の現状

奈良県内の過疎地域 (2市3町13村)

○奈良県の過疎地域における人口減少率は全国の

中でも突出している。

○本県では「過疎対策は社会減対策である」と考え、

市町村とともに過疎対策事業に懸命に取り組んできた。

○これまでの過疎法による支援は、過疎地域における

「最後の砦」であり、必要不可欠な制度である。

○今後、依然として厳しい現状を打開するためには、

働き方の多様化を踏まえたサテライトオフィスの整備や

起業しやすい環境の整備など若者を中心に魅力ある

就労の場を確保することが重要である。

○さらに、現在、過疎対策事業債の対象となっていないが、

地域特性を生かしたホテルなど収益施設等の整備も

働く場の確保という観点から必要と考える。
※赤枠は、平成21年～平成30年の
10年間で、全国の中でも人口減少率の
高い41団体に入っている県内の市町村

東部地域の過疎地域
南部地域の過疎地域
その他地域の過疎地域


